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2006, 2007, 2017; 上野・Pelton・Gil 1998; 上野・野村 2003）から批判的な分析がさ
れてきた．しかし，これまでの日本の社会学的研究では，実践現場のデータが十分では
なかった．児童虐待の実践現場である社会福祉や看護・保健の分野では，検討が行われ
ず，現行の対策をより強化していくことを説く研究（松田ら 2016; 佐藤 2008, 2010, 












































































































使用されている 11 件の虐待リスクアセスメントを分析対象とした． 
 

































































































 第二項 米国における児童虐待と経済階層の関連 
 この項では，日本が虐待防止対策を見本にしてきた米国の虐待問題において，経済階層
がどのように議論されてきたのかを段階を追いながら概観する． 
米国で虐待が大きく社会問題化したのは，1962 年に小児科医の Kempe ら（Kempe et 
al., 1962）が「The Battered-Child Syndrome」と題する論文を発表したことが契機とな
っている．Kempe らは，自分の子どもを虐待する親には「攻撃的な衝動を何のためらいも







1967 年の 5 年間の間に全州で制定され全米で虐待問題に取り組むようになったのである







公的扶助を受けていた．また，NCCAN（National Center on Child Abuse and Neglect）










た意見が常に米国の専門職の間で存在してきたからである（上野 1996; 山野 2010）． 
このような意見に対して，1970 年から 1977 年までの虐待と経済階層の調査を検討した
Pelton（1978）は，論文「児童虐待とネグレクト――階層遍在説の神話」において，暗数
を鑑みても，低階層に虐待と判定される状況が多いという議論を提示している．上野











いう Kempe らに代表される主張を「階層遍在説」，そして虐待が低階層に多いという Gil




も，低階層に偏っていることを CPS（Child Protective Services:児童保護サービス）のデ
ータから明らかにしている．また，虐待の全米発生率調査（NIS）は，これまで 4 回の調
査が実施され，4 回の調査を通じて，低階層の家庭ほど虐待率が高く，また深刻な虐待の




























の関連を指摘する他の日本の先行研究や報告でも同じである（益田・浅田 2004; 東京都 
















NIS 調査は，ある一定の地域において一定期間に CPS に通報されたケースへの調査と
学校や病院，警察などの機関のみが虐待として認知したケースの調査を実施し，全米の件
数を推定している．  
本章で用いるデータは，一つの児童相談所のデータであるが，2004 年度から 2008 年度























 第一項 使用するデータ 
 本論文のデータは，40 万人を管轄する地域の A 児童相談所のものである．2004 年度か





















































表 1 660 事例の概要 
 
（1）虐待を受けた子どもの性別は，ほぼ同数であるが，男児がやや多い． 
（2）2006 年度の全国データでは，「身体的虐待」が 41.2%，「ネグレクト」が 38.5% で
あった．本調査では，「ネグレクト」が 263 人（39.8%），次いで「身体的虐待」が 231
人（35.9%）であった． 
（3）虐待の重症度は，「虐待の危惧」が 197 人（29.8%）と「軽度虐待」が 109 人（16.5%）
を合わせると全体の半数を占めていた．一方，重症度が高い「重度虐待」が 80 人（12.1%）
と「生命の危機」が 63 人（9.5%）を合わせても 143 人（21.6％）と少ない． 
n (%) n (%)
348 (52.7) 383 (58.0)
312 (47.3) 244 (37.0)
231 (35.0) 31 (4.7)
147 (22.3) 2 (0.3)
19 (2.9) 184 (27.9)
263 (39.8) 53 (8.0)
197 (29.8) 394 (59.7)
109 (16.5) 14 (2.1)
211 (32.0) 15 (2.3)
80 (12.1) 117 (17.7)
63 (9.5) 128 (19.4)
236 (35.8) 141 (21.4)
85 (12.9) 254 (38.5)












































と「生活保護」が 85 件（12.9%）の世帯を合わせると，424 件(64.3％)と高かった． 
（5）世帯構成は，「両親と子どもの世帯」が 383 件（58.0%），「三世代世帯」が 31 件
（4.7%）であった．「両親と子どもの世帯」と「三世代世帯」を合わせ，両親が揃っ
ている世帯が 414 件（62.7％）であったのに対し，「ひとり親と子どもの世帯」は 4
割であった． 
（6）虐待者を 2006 年度の全国データでみると，実父母が 8 割以上を占めていた．本調
査でも，実父が 184 人（27.9%），実母が 394 人（59.7%）と実父母が 8 割以上であ
った． 
（7）虐待が発見されるまでの期間は「3 か月未満」で，発見される割合は全体の約 2 割
であったのに対し，「1 年以上」と長期間かかっている割合が 6 割を占めていた． 
  




し」の割合が約 5 割であった． 
 
表 2 世帯構成と世帯の経済状況の関係 
 p=0.000 
 




表 3 世帯の経済状況と重症度の関係 
 
p=0.000 
n (%) n (%) n (%)
20 (8.2) 168 (68.9) 56 (23.0) 244





n (%) n (%) n (%) n (%)
110 (46.6) 32 (13.6) 56 (23.7) 38 (16.1) 236
76 (22.4) 64 (18.9) 119 (35.1) 80 (23.6) 339















表 4 世帯の経済状況と虐待が発見されるまでの期間の関係 
 
                              p=0.000 
第五節 考察 
本章の目的は，日本の虐待問題に階層遍在説と低階層偏在説のどちらが該当するのかを，





















n (%) n (%) n (%) n (%)
74 (31.4) 47 (19.9) 42 (17.8) 73 (30.9) 236
41 (12.1) 66 (19.5) 87 (25.6) 145 (42.8) 339






























































上野・野村 2003）．米国の大規模な NIS の「低階層に深刻な虐待が多い」という調査結果
が存在してきたことと，保育，住宅，医療などの社会保障の整備が通報の奨励よりも先だ


















































































































































 本章における分析は，次の 2 つの調査データに基づいている．第一は，約 40 万人を管
轄している A 児童相談所のデータである．A 児童相談所が管轄する地域の産業構造割合
（2012 年）は第 1 次産業 8.0%，第 2 次産業 28.6%，第 3 次産業 63.4%であり，A 県の一
人当たり所得は 279 万円（2011 年）で全国 271 万円とほぼ同様の状況である．また，2013
年の完全失業率は 3.4%，被生活保護者は 9.98 人（人口千人）であり，全国の完全失業率
4.6%，被生活保護率 16.2 人（人口千人）と比較して低率である．この地域の女性比率は
51.98%，母子世帯は 100 世帯のうち 2.37 世帯であり，全国の 2.18 世帯と比較し，やや母
21 
 
子世帯が多い地域である(7)．A 児童相談所が 2004 年度から 2008 年度までに受理した児童
虐待相談は 866 例であるが，そのうち氏名や性別，年齢からみると同一の事例であると判
断された 199 例については，初回受理票のみを採用した．今回は，父子家庭の 56 例と両
親以外の親族からなる家庭の 7 例を除き，「両親家庭」414 例と「母子家庭」188 例を合








待」「性的虐待」「ネグレクト」の 4 つに分類されている．虐待重症度は，B 県が作成し
た「児童虐待対応マニュアル」において，「虐待の危惧」「軽度虐待」「中度虐待」「重
度虐待」「生命の危機」の５つに分類されている．なお，本章では，児童相談所の緊急の














第四節 分析結果  
 第一項 児童虐待相談受理データの分析結果 
 まず，母子家庭 188 例と両親家庭 414 例を合せた 602 例のうち，虐待重症度では，「虐
待の危惧」が 31.1%（187 例）と最も高く，「重度虐待・生命の危機」は 21.1%（127 例）






別（表 2）でχ2 検定を行った．虐待重症度は，「母子家庭」では「虐待の危惧」が 48.0%
を占め，「重度虐待・生命の危機」を合せても 1 割にも満たなかった．一方，「両親家庭」
では「虐待の危惧」が 23.4%と高いが，「重度虐待・生命の危機」は約 3 割を占めていた． 
虐待種別は，「母子家庭」では「ネグレクト」が 55.9%であるのに対し，「両親家庭」
では「身体的虐待」の割合が高く，次に「ネグレクト」であった． 








  表 1 世帯構成と虐待重症度 
 p=0.000                      
 表 2 世帯構成と虐待種別 
 p=0.000 






の概要を示す．表 3 の情報は，6 人が全て虐待者として判定された時点の状況である． 
  
n (%) n (%) n (%) n (%)
90 (48.0) 49 (26.1) 41 (21.8) 8 (4.3) 188




n (%) n (%) n (%) n (%)
42 (22.3) 40 (21.3) 1 (0.5) 105 (55.9) 188




身体的虐待 心理的虐待 性的虐待 ネグレクト
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表 3 インタビュー対象者の概要 
 
 
 母親 6 人は，保健師や保育士，民生委員から，母子家庭であることで子育ては大変だと
みられていたことを述べている．具体的には，A 氏は子どもの身体症状や健診の未受診で
あったこと，B 氏は子どもが急性ストレス性胃腸炎と診断されたこと，C 氏は子どもが警






するようになった．そのほか，A 氏と B 氏，C 氏は自営する店の顧客が減少し，収入が減
少した．C 氏にいたっては，自営の収入だけでは経済的に生活が成りたたなくなり，実家

















A氏 B氏 C氏 D氏 E氏 F氏
 年代 30歳代半ば 30歳代半ば 40歳代前半 40歳代前半 40歳代前半 30歳代後半
 子どもの人数 1人 1人 1人 1人 5人の第5子 2人の第1子
 子どもの年齢 3歳 5歳 11歳 8歳 5歳 7歳




























































































児童相談所のデータで示した．結果の補足として，平成 22 年国勢調査（2012）では，A 児
































































































































































































































著『標準保健師講座 1 公衆衛生看護学概論』や中村裕美子他著『標準保健師講座 2 公
衆衛生看護技術』，メヂカルフレンド社発行の村嶋幸代他著『最新保健学講座 2 公衆衛生
看護支援技術』の 3 冊と数が少ない． 
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第一項 教科書の監修の男女比（表 1） 
教科書監修者の男女比は，公衆衛生看護活動に関する教科書である A から I では，女性
が 71.8％～100.0％，男性は 0.0％から 28.2％と女性の方が多く，監修者が女性のみの教
科書もあった．一方で，保健医療福祉行政論に関する教科書である J から L の 3 冊では，
男性の割合が高い．  
 
表 1 監修者の男女比と虐待に関する記載の有無 
 
  
第二項 児童虐待に関連する記載の有無と内容（表 1 と表 2） 
 表 1 と表 2 に示すように，分析した教科書 12 冊のうち，4 冊（教科書 E, J, K, L）には
「児童虐待防止」や「児童虐待防止法」という単語のみが見られ，8 冊（教科書 A, B, C, 
D, F, G, H,I）には「児童虐待の定義」や「児童虐待のリスク要因」，「支援内容」が，6 冊
（教科書 A, B, C, D, E, G）には児童虐待事例の記載があった．  
 児童虐待のリスク要因として，「母親の健康状態」や「妊娠が分かった時の妊婦の気持
ち」，「育児意識」，「産後うつ」について記述されており，母親に焦点があてられているこ
とがわかる（教科書 C, D, E, H）．教科書 A では，ひとり親家庭（母子家庭）の状況や外
国人母子の健康問題などの記述もある．A 以外の教科書にも，子育て環境の変化には，「父
A B C D E F G H I J K L
男（n） 0 0 1 1 1 1 0 11 0 7 7 4
(%) 0.0% 0.0% 5.6% 8.3% 7.1% 7.1% 0.0% 28.2% 0.0% 43.8% 63.6% 30.8%
女（n） 5 10 18 11 13 13 18 28 22 9 4 9
(%) 100.0% 100.0% 94.4% 91.7% 92.9% 92.9% 100.0% 71.8% 100.0% 56.2% 36.4% 69.2%
169 268 357 366 391 384 301 492 351 223 290 222
あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり
0.1% 2.6% 2.2% 3.0% 2.0% 2.9% 4.7% 2.6% 11.3% 0.4% 0.1% 0.9%













































































表 2 記載内容――つづき 
 
 









































































 事例のテーマをみると，B と G の教科書以外は，テーマの中に「母親」と表記されてい
る．事例は，学生が理解しやすいよう具体的に記述されているために，特定の「親」であ
る「母親」が示されることが多いのだろう． 






事例 1 「パーソナリティ障害の母親と虐待を受ける子どもの事例」 


























 教科書では「C さん」「U さん」と表記されているが，テーマに母親という表記があり，
「母親＝虐待者」というイメージ性が明らかである． 
 事例は，「子育ては母親の役割」という内容を示している．事例 1 では，「夫が家を出て












2014 年度の調査データでは，男性 97,781 人（6.1％），女性 1,505,327 人（93.9％）と圧




















































































































































だけでなく，ほとんどすべてのこの分野の研究においてそうである（山田ら 2002; 松野郷 
2003; 横田ら 2004; 上野昌江ら 2006, 頭川 2006; 佐藤 2006, 2008, 2010, 2011; 有本
ら 2007; 守村 2008; 上野昌江 2008; 山城ら 2008; 柴原 2010; 上田ら 2011 2013; 赤






































































文献検索サイト Webcat で「リスクアセスメント and 母子保健」，「児童虐待 and 母子保
健」のキーワードを入力し，該当した児童虐待リスクアセスメントや児童虐待防止マニュ











表 2，表 3），それらの内容を検討した． 
 
第三節 分析結果 
 第一項 児童虐待防止マニュアルの概要（表 1） 

























表 1 児童虐待防止マニュアルおよび母子保健活動指針の概要 
 
  




































































表 1 児童虐待防止マニュアルおよび母子保健活動指針の概要――つづき 
 
 




























































































表 2 児童虐待防止マニュアルおよび母子保健活動指針に記載された虐待リスク項目 
 
 
第三項 リスクアセスメント使用時の注意点（表 3） 










































飛び込み出産，墜落分娩など 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
早産など妊娠中の異常，子どもの長期入院
（子どもへの愛着形成が不十分） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
マタニティブルーズや産後うつなど




〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
攻撃的・衝動的正確 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
被虐待歴 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
育児に対する不安やストレス
（保護者が未熟） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
未婚・ひとり親家庭，内縁や同居人がい
る，子ども連れの再婚 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
失業や転職の繰り返しで経済不安がある
（経済苦，経済的基盤が不安定） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
親族や地域社会から孤立
（相談できる人間・機関がない） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
夫婦関係や人間関係に問題あり 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
転居を繰り返す，不適切な居住状況 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
夫婦不和，配偶者からの暴力（DV） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
妊婦健康診査を受診しない 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
定期的な乳幼児健康診査を受診しない 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
きょうだいへの虐待歴・不審死 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
子どもへの関心・態度（子どもを拒否，受
容がない，兄弟間で不平等，体罰の容認） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇




〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
家事の問題
（料理や清潔，家計のやりくりに問題） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
援助を求めない




































































































































































































































































































































































































であり，2014 年から男性保健師が登録された．2014 年度の男性保健師数は，936 人 で女









































務で，通告ケースが増えてきた（児童虐待の通告は，1990 年が 1,101 件，2000 年が 17,725






























ペ ー ジ を 参 照 さ れ た い ． （ http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/dv-
boushikaisei.html） 





付について（交付）」（医政発 0106 第 14 号平成 23 年 1 月 6 日）により，「地域看護
学」の名称を「公衆衛生看護学」に改められた．保健師教育の内容は，「看護師等養成
所の運営に関する指導ガイドライン」（医政発 0331 第 21 号 2015 年 3 月 31 日付）に
よって，次のように示された． 






  ② 地域の人々が，自らの健康状態を認識し，健康の保持増進を図ることができるよ
うに支援するとともに，自主的に社会資源を活用できるよう支援し評価する能力を
養う． 
  ③ 健康危機管理の体制を整え，健康危機の発生時から回復期の健康課題を早期に発
見し迅速かつ組織的に対応する能力を養う． 
  ④ 地域の健康水準を高めるために，保健・医療・福祉サービスを調整し活用する能
力及び地域の健康課題の解決に必要な社会資源を開発し施策化及びシステム化す
る能力を養う． 
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